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「関西発コレクテイブインパクト（CI）の発信（中間報告）2019年2月」佐々木先生資料より

CI分科会への話題提供と本研究の位置づけ

特定地域における事例を分析
資源が限定された状況と仮想的に想定し、組織論、ソーシャル・イ
ノベーション理論、コレクティブインパクトの視点から分析を行う
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「関西発コレクテイブインパクト（CI）の発信（中間報告） 2019年2月」佐々木先生資料より

CI分科会への話題提供と本研究の位置づけ

個別⇒集合的インパクト
連続性・持続性を調査・分析

主体（変革者）の抽出・
発生の機会を調査・分析



問題意識
• NPM（新しい公共経営）においては、民間の担い手（企業、

NPO、市民）の活躍に対する期待が高い。

• 他方で、地域住民の高齢化や人口減少による地域経営組織
の脆弱化が危惧される（Okada et al. 2017）。

• 特に、山間部や諸島部などの地方自治体は、「地方消滅」
（増田寛也氏）で指摘されたように、地域経営の人材、資
金、知的創造性といった経営資源の確保が都市部以上に困
難な状況にある。

• 一方で、危機に直面した結果、新たな組織を形成すること
により、新しい社会的価値「ソーシャル・イノベーショ
ン」を創出し、行政と住民による自律的な地域経営が行わ
れている地域も存在する。

ソーシャル・イノベーションを創出するような組織は
どのように発生したのか？
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先行研究と本研究の位置づけ
➢地域協働による社会課題解決という視点（佐々木2018）

① 地域課題の多様性、重層性、連続性

② 地域課題の内容や解決策の異質性

③ 課題の創発性

➢「社会的企業」という視点（谷本ほか2013）

① 社会的課題の解決に取り組むビジネスの発生

② 新しい社会的価値を創出することにより、

経済的・社会的成果をもたらす革新をもたらす

単一主体による課題解決アプローチの限界
協働によるコレクティブインパクトアプローチの有効性

社会的価値創造とその成果の波及
ソーシャル・イノベーション 5
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分析対象地域の概要：福井県池田町

出所：池田町町勢要覧資料編（2017）より
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池田町における近年の動き

➢高齢化率43％、人口２千人、山間部の小規模自治体

➢地方創生の先駆的事例として注目される

➢TVで頻繁に紹介される巨大な観光スポットの出現

➢面白い大学生や若者が移住し始めている

➢ふるさと納税は積極的に得ていない

➢町民が自主的に環境保全活動やごみ回収に取り組む
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調査方法

１．ヒアリング調査

ヒアリング調査実施期間：

2017年8月15日

対象者：

池田町役場特命課政策課
（2019年4月1日組織改編により農村政策課（農林商工、観光等）

株式会社まちUPいけだ（第三セクター）

２．資料収集（2017年～2018年）
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結果：新たな地域経営組織に関する概要

社名 株式会社まちUPいけだ

設立 平成23年3月

資本金 1億円

出資者
池田町、福井ケーブルテレビ
㈱、他3社

従業員数 40名

売上高 平成27年5月期 1億1,126万円

平成26年5月期 9,521万円

平成25年5月期 9,340万円

主な事業
ツリーピクニックアドベン
チャーいけだ事業

まちの駅運営事業

観光協会事業

いけだチャンネル事業

出所：まちUPいけだ（website）より作成

調査で得られた情報
➢ 町長と福井ケーブルテ

レビ社長の問題意識が
一致し企画が始動した。

（問題意識の共有）
➢ 会社設立に先んじて、

市民による環境関連組
織、新たな街の駅の開
設、いけだチャンネル
などが池田町内に存在
していた（☞次頁）。

（資源の整備と具現化）
➢ 地域外人材の採用、人

材育成、経営の効率化。
（イノベーターの流入）
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結果：その他の地域経営組織の概要

「池田町環境事業プロジェクト参加組織の一部 出所：まちUPいけだ（website）より作成

団体名 事業内容

NPO法人環境Ｕフレンズ 生ゴミの回収・たい肥化事業「食Ｕターン事業」

環境パートナー池田
「100人のパートナー会議」から設立された環境団体
行動計画「かえるプロジェクト」によるエコポイン
ト事業等の実践組織

ファームハウスコムニタ 民間の農業体験、宿泊施設

一般社団法人池田町農林公社
池田町、福井池田町農業協同組合の出資により設立
農産物販売所「こっぽい屋」運営、農地保全、農村
づくり等

池田町商工会
「日本農村力デザイン大学」の運営、
農村力の調査・研究

一般財団法人池田屋 池田町役場関連団体

調査で得られた情報
➢ 2000年頃から地域の環境保全活動が活発になる（資源の整備）
➢ 住民主体「100人のパートナー会議」による計画立案に基づく

行動計画「基本プラン」を行政が作成（協働関係の構築）
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結果：池田町におけるソーシャル・イノベーション
の発生と発展プロセス

理論モデル
出所

コッターの8段階モデル
（コッター 梅津訳2002, 中

原ほか2018）

社会変革モデル
（谷本2006, 高橋ほか
2018, 谷本ほか2013）

本研究

観測過程 組織開発の段階
ソーシャル・イノベー
ション・プロセス

池田町における経緯

第1段階 危機感を高める
権限を有する変革者の登
場と創造的発案

福井ケーブルテレビ（代表
者）、政府（町長）の危機
感の一致

第2段階
変革推進のための連帯チー
ムを築く

共感する変革者の集結
福井ケーブルテレビ（組
織）、政府（組織）の参加

第3段階 ビジョンと戦略を生み出す
経営ビジョンと組織デザ
インによる戦略の構築

住民、既存組織への共有化

第4段階
変革のためのビジョンを周
知徹底する

行政による利害調整機能
の発揮、
地域内外から多様な人材
を活用

地域住民や移住者の採用と
内部化、地域住民や既存組
織（議会、農林公社、商工
会議所等）との利害調整
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理論モデル
出所

コッターの8段階モデル
（コッター 梅津訳2002, 中

原ほか2018）

社会変革モデル
（谷本2006, 高橋ほか
2018, 谷本ほか2013）

本研究

観測過程 組織開発の段階
ソーシャル・イノベー
ション・プロセス

池田町における主な経緯

第5段階 従業員の自発を促す 経営権限の細分化
部門別の独立採算制、部門責
任者による自律的経営の実践

第6段階 短期的成果を実現する
部門責任者による実践
と発展、組織の高度化
と早期発展

ツリーピクニックアドベン
チャー、こってコテいけだの
部門経営と成長

第7段階
成果を生かしてさらなる変
革を推進する

部門責任者による継続
的な経営資源の調達

部門責任者による補助金や専
門人材の調達、Wood LABO 
ikeda、おもちゃハウスこど
もと木など、新規事業の創設

第8段階
新しい方法を企業文化に定
着させる

地域内外における新た
な価値観の共有

新規移住者の定着、人口の流
出抑制、施設利用者など訪問
者や観光客の増加

結果：池田町におけるソーシャル・イノベーション
の発生と発展プロセス
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分析結果の考察
■これまでの政策：短期的戦略

地域おこし協力隊や外部人材の受け入れ

⇒革新的な組織や事業の発生を期待

■本研究による示唆：中長期的戦略

革新的な手法・人材を内部化し、市民参加を促進・継続

⇒外部人材、革新的取り組みを地縁活動として内部化

⇒持続的に発展、地域住民による自律的な活動組織へ

■地域活動組織の経営持続性に対する示唆

①行政が多様な主体と連携・協働しながら、具体的な

活動の場を提供（創出）すること

②地域自治に対する住民意識を醸成させること

が求められる。

15



16

CI分科会への話題提供：分析結果からの示唆
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